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判例評釈
民事再生債務者に対して共益債権たる原債権を有する債権者に保証債務
を履行した保証人が、再生債権たる求償権を確保するため、代位弁済によ
り取得した原債権を共益債権として、民事再生手続外で行使することの可
否が争われた事案（大阪地判平成21年 ９ 月 ４ 日判例時報2056号103頁）─代
位弁済による求償権と原債権との関係について
熊　田　裕　之
Ⅰ．事実の概要
船舶・陸上の施設の各種保温・保冷・防熱・防音の設計施工を目的とす
る株式会社であるＡ社は、平成1９年 ９ 月 3 日、韓国の企業であるＢ社から、
船舶内の断熱材の製造を、報酬11９6万９803アメリカドルで請け負った（以
下「本件請負契約」という。）。本件請負契約により、Ａ社は、Ｂ社から報
酬の一部23９万3９60.60アメリカドルを前渡金（以下「本件前渡金」という。）
として受領することになっていたが、すでに支払承諾取引につき合意して
いたＸ銀行に本件前渡金返還債務につき保証を委託し、Ｘはこれに応じて
Ｂ社に支払保証書を交付して保証人となった。
平成20年 1 月頃、本件請負契約に基づきＢ社からＡ社に対して本件前渡
金が支払われた。
その後、Ａ社の経営が悪化し、平成20年 6 月 5 日、Ａ社は、大阪地方裁
判所に対し民事再生手続の開始を申立て、同月18日、同裁判所により、Ａ
社の民事再生手続開始が決定され、Ｙが再生管財人に選任された。
Ｙは、同年 ７ 月 1 日、Ｂ社に対し、民事再生法４９条 1 項に基づき、ＡＢ
両社が未履行であった本件請負契約を解除した。Ｂ社から保証債務の履行
を求められたＸは、本件前渡金をＢ社に支払った。
そこで、Ｘは、Ａ社に対し事後求償権（以下「本件求償権」という。）
（民法４5９条 1 項）を取得し、その求償権を確保するため、弁済による代位
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（民法500条・501条柱書）により、Ｂ社のＡ社に対する前渡金返還請求権
（以下「本件請求権」という。）を取得したとして、Ｙに対し、本件請求権
は民事再生手続上の共益債権に該当するとして、民事再生手続外で、Ａ社
に支払った本件前渡金相当額である 2 億6４７７万20４2円及びこれに対する平
成20年 8 月 ９ 日（保証債務履行日の翌日）から支払済みまでの商事法定利
率である年 6 パーセントの割合による遅延損害金の支払を求める訴訟を提
起した事案である。
Ⅱ．被告Ｙの主張
Ｘが保証債務を履行したことによって取得したＢに対する本件求償権は、
Ｂの民事再生手続開始前の保証委託契約及び保証契約に基づいて発生した
ものであるから、民事再生手続開始前の原因に基づいて発生したものとし
て再生債権となり、Ｂの再生計画の定めによらなければ、弁済等を行うこ
とはできないものである。
そして、民法501条は、弁済による代位の効果として、求償権の範囲内
で、代位弁済者に移転する本来の債権者の債務者に対する原債権の行使を
認めているにすぎないから、Ａの本件請求権が共益債権であるとしても、
再生債権者にすぎないＸは、本件請求権を民事再生手続外で行使すること
はできない。
また、本件請求権が共益債権とされているのは、管財人の判断によって
一方的に契約を解除される相手方との公平を図るため、特別に優先的地位
を付与したものであるところ、相手方であるＡが既に満足を受けている本
件においては、再生債務者に与信したＸにまでその優先的地位を認めるこ
とは必要ではなく、かえって、債権者間の公平を害することになる。
したがって、Ｘは、本件請求権を民事再生手続内でしか行使できないの
であるから、本件訴えは不適法であり却下されるべきである。
判例評釈
─ 117 ─
Ⅲ．原告の主張
原債権である本件請求権は、民事再生手続開始後、Ｙが本件請負契約を
解除したことによる原状回復請求権であり、民事再生手続上、共益債権で
あるから、その手続外で権利行使することができるものである。そして、
弁済による代位の効果を規定した民法501条柱書の「自己の権利に基づいて
求償することができる範囲内」とは、求償権の存否及び額による制約を意
味するに過ぎない。その根拠として、次の諸点を挙げる。①民法501条の求
償権の「範囲」に求償権の「債権の効力」が含まれるという解釈は、同条
が弁済による代位の効果として「債権の効力」を行使することができると
定めていることと矛盾する。②求償権の範囲による制約に関する最判昭和
5９年 5 月2９日民集38巻 ７ 号885頁（以下「昭和5９年判決」という。）及び最
判昭和61年 2 月20日民集４0巻 1 号４3頁（以下「昭和61年判決」という。）
は、いずれも、求償権の存否及び額のみを問題にしており、その性質によ
る制約は問題にしていない。③債務者が対抗し得る抗弁は、求償権の消滅
又は原債権の移転の制限に関するものだけであり、また、原債権に付着す
る抗弁は原債権にのみ、また、求償権に付着する抗弁は求償権の行使にの
み主張しうるにすぎず、原債権の行使に対して求償権に付着している抗弁
を主張することはできない。④本件請求権は、当初から共益債権として行
使でき、また、再生計画によらずに弁済を受けることができたのであるか
ら、代位弁済した者がなお共益債権として行使しても他の債権者との公平
を害することにはならない。逆に、共益債権性を否定することは、当事者
間の公平を害し、本件請求権を共益債権としたことの趣旨に反する。⑤　民
法501条をＹの主張のように解釈すると、民事再生手続において、原債権を
被担保債権とする抵当権が設定されており、民事再生手続開始後に代位弁
済がなされた場合、代位弁済者は、求償権が再生債権であることを理由に、
再生債権者として弁済を受けることしかできず、上記抵当権の附記登記を
経てこれを実行することが許されないことになるが、このような解釈は倒
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産実務上なされておらず、実質的にみても不当である。⑥雇用主が破産し
た際に、独立行政法人労働者健康福祉機構が、財団債権又は優先的破産債
権である労働者の未払賃金を立替払した場合、現在の破産管財実務では、
同機構が、労働者の債権を代位取得し、これを財団債権又は優先的破産債
権として行使できるものとして取り扱っているところ、Ｙの主張によれば、
同機構は破産債権としてしか代位行使が許されないことになり、実務の取
扱いに反する解釈となる。
Ⅳ．判旨─訴え却下
１ 　本件請求権の民事再生手続外での行使の可否について
（ １ ）本件求償権の性質
特定の請求権が、再生債権の「再生手続開始前の原因に基づいて生じた」
との要件（民事再生法8４条 1 項）を具備するには、その主たる発生原因事
実が備わっていれば足りると解するのが相当である。
前提事実によれば、本件求償権の発生原因となった、Ａ社のＢ社に対す
る前渡金返還債務は、遅くとも平成20年 1 月ころに前渡金が支払われたと
きにはその発生原因が認められるというべきであり、また、原告ＸとＢ社
間の、上記前渡金の返還債務に関する保証契約は、本件民事再生手続開始
決定前に備わっていたということができる。
したがって、本件求償権は、「再生手続開始前の原因に基づいて生じた財
産上の請求権」に該当し、再生債権となるものと解されるから、民事再生
手続によらずに行使し又は弁済を受けることはできない（民事再生法85条
1 項）。
（ ２ ）本件請求権の性質
前提事実によれば、本件請求権は、民事再生手続開始後、被告が双方未
履行の双務契約である本件請負契約を解除したことによる原状回復請求権
であり、共益債権なるものと解される（民事再生法４９条 5 項、破産法5４条
2 項）から、民事再生手続によらずに行使し又は弁済を受けることができ
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る（民事再生法121条 1 項）。
（ ３ ）原告による代位請求の可否
ア　民法501条の代位の趣旨
弁済による代位の制度は、代位弁済者の債務者に対する求償権を確保す
ることを目的として、弁済によって消滅するはずの原債権及びその担保権
を代位弁済者に移転させ、代位弁済者がその求償権を有する限度で移転し
た原債権及びその担保権を行使することを認めるものである。それゆえ、
代位弁済者が代位取得した原債権と求償権とは、元本額、弁済期、利息・
遅延損害金の有無・割合を異にすることにより総債権額が各別に変動し、
債権としての性質に差異があることにより別個に消滅時効にかかるなど、
別異の債権ではあるが、代位債権者に移転した原債権及びその担保権は、
求償権を確保することを目的として存在する附従的な性質を有し、求償権
が消滅したときはこれによって当然に消滅し、その行使は求償権の存する
限度によって制約されるなど、求償権の存在、その債権額を離れ、これと
独立してその行使が認められるものではない。したがって、代位弁済者が
原債権及び担保権を行使して訴訟においてその給付又は確認を請求する場
合には、それによって確保されるべき求償権の成立、債権の内容を主張立
証しなければならず、代位行使を受けた相手方は原債権及び求償権の双方
について抗弁をもって対抗することができる（昭和5９年判決、昭和61年判
決）。
イ　そうすると、代位弁済者による原債権の行使は、求償権とは別個の債
権行使ではあるものの、これを行使する場合には、必然的に求償権の存在
をも主張立証することになり、その行使の可否及び範囲については求償権
を行使し得る範囲を超えては認められないのであるから、民法501条柱書の
「自己の権利に基づいて求償をすることができる範囲内」とは、求償権の存
在や額を行使の上限をする趣旨にとどまらず、求償権の行使に実体法上又
は手続法上の制約が存する場合には、原債権がその制約に服することも意
味しているものと解すべきであり、債務者としては、当該求償権に対抗で
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きる全ての抗弁をもって、原債権の行使にも対抗できると解するのが相当
である。
ウ　これを本件についてみるに、前記のとおり、原債権たる本件請求権は
共益債権であるが、本件求償権には、再生債権として、民事再生手続開始
後は、原則として再生計画の定めるところによらなければ弁済等が許され
ない（民事再生法85条 1 項）という行使についての手続法上の制約が存す
るのであるから、原債権を求償権と独立して行使することができない以上、
原債権たる本件請求権の行使については、再生債権と同様の制約に服する
ことになる。
したがって、原告は、本件請求権を民事再生手続外で行使し、弁済を求
めることはできず、本件請求権について給付の訴えを提起することができ
ないというべきである。
（ ４ ）原告の主張について
ア　原告は、民法501条が規定する求償権の「範囲」の意義につき、同条の
文言や昭和5９年判決及び昭和61年判決を根拠として、求償権の存否及び額
のみと解釈すべきであると主張するため、以下検討する。
（ア）民法501条にいう「債権の効力」とは、原債権に内在する履行請求
権や、これに付随する損害賠償請求権等の広く債権総則（民法第三編第一
章）に規定される債権の効力全般を含むものと解すべきであるが、前記の
とおり、弁済による代位の制度は、原債権及びその担保権を代位弁済者に
移転させ、代位弁済者が求償権を有する限度で移転した原債権及びその担
保権を行使することを認めるものであるから、移転する原債権の「債権の
効力」が求償権によって制約されるのであり、このことは、その制約の「範
囲」に求償権の債権の効力を含むと解することと何ら矛盾するものではな
い。
（イ）また、昭和5９年判決及び昭和61年判決は、いずれも原債権及びその
担保権の行使が求償権の額を上限とされることを判示したものであるが、
実体法上、代位取得した原債権を行使する場合には、その代位の可否及び
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請求額の範囲が争いになることが多く、また、上記各判決も、まさにその
点が争点になった事案について必要な範囲で判断を示したものということ
ができるから、上記各判決が求償権の存否及び額の点についてのみ判断し
ているからといって、その判断が、民法501条の規定する求償権の「範囲」
が求償権の存否及び額に限定されることを前提としているとまで解するこ
とはできない。
これに対し、本件で争われているのは、上記各判決で争われたような単
なる実体法上の求償権の存否や額ではなく、民事再生手続上の求償権行使
の制約についてであるから、上記各判決が求償権の存否及び額の点につい
てのみ判断している点は、事案を異にする本件における前記（ 3 ）の解釈
と矛盾するものではない。
（ウ）そして、昭和5９年判決及び昭和61年判決は、具体的な事案との関係
で求償権の額による原債権行使の制限を判断しているものの、その前提と
して、原債権と求償権は別異の債権であるが、原債権は、求償権を確保す
る目的で存続、移転するものであるから、求償権と独立して行使すること
ができるものではなく、原債権の債務者は、求償権・原債権それぞれに対
して対抗し得た抗弁を代位債権者に対抗できるとしており、求償権と原債
権が主従的な請求権競合の関係にあることを明らかにしているというべき
である。
そうすると、昭和61年判決が判示する債務者が対抗し得る抗弁を、原告
が主張するような狭い意味に解すると、債務者が、求償権の行使に対抗し
得る抗弁を主張できるにもかかわらず、代位弁済者が原債権の行使を選択
することで当該抗弁の存在を無視できることとなり、原債権の上記附従的
な性質に反し相当でない。
なお、本件求償権は、再生計画が認可された場合は、これに従ってその
額や弁済期が変更されることが予定されているところ、再生債権の民事再
生手続外での行使が認められないのは、上記のような再生計画による変更
を前提としているからであり、再生計画認可後であれば、原告の主張によ
白山法学　第 6 号　2010
─ 122 ─
っても、本件請求権は、再生計画による変更後の本件求償権の額による制
約を受けることになると考えられる。そうすると、原告が本件請求権を民
事再生手続によらずに行使することを許すことは、再生計画の認可の前後
によって行使し得る本件請求権の範囲が変化し、主従的な関係にある本件
求償権の上記制約を無意味にすることになり、民法501条及び民事再生法の
趣旨に照らして相当でない。
（エ）以上によれば、民法501条にいう求償権の「範囲」が求償権の存否
及び額のみを指すとの原告の主張は採用することはできない。
イ　当事者間及び他の債権者との公平について
（ア）本件請求権の共益債権化の根拠
共益債権は、民事再生手続上、同手続によらず弁済期にしたがった弁済
義務が認められることなど、再生債権に比べて優先的な地位が付与されて
いる。そして、共益債権となる債権は、類型的に、一般の共益債権として、
①手続費用、②手続開始後の業務の継続、借入れや計画遂行に必要な費用
等があり、特別の共益債権として、③相手方との公平の見地から再生債権
等からの格上げ、④再生債権者が共同で負担すべき費用としての性質を有
するものなどがある。
そして、本件請求権が共益債権とされるは、管財人の選択によって一方
的に解除されるという不安定な地位を強いられる相手方の保護を図る趣旨
であり、上記③の類型に該当する。
（イ）当事者間及び他の債権者との間の公平について
本件請求権が共益債権とされる根拠は前記（ア）のとおりであり、保護
されるべき当事者として想定されているのは、Ａ社に対して与信し、本件
請求権を保証した原告の保護まで目的とするものではない。そして、共益
債権者であるＢ社が自己の債権の回収をどのような手段で行うかは自由で
あり、同社が本来的な満足を受けている限り、本件請求権の共益債権化の
目的は果たされているといえるから、原告による本件請求権の行使を制限
したからといって、当事者間の公平を害するとはいえない。
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また、Ａ社は、Ｂ社から本件請求権を行使されれば、共益債権として民
事再生手続によらずに弁済すべき立場にあったのであり、同社が原告に対
して保証債務の履行を請求したことによりその支払を免れたことは原告が
主張するとおりである。しかし、共益債権に対する弁済は、再生債務者の
一般財産の中から、共益債権者による権利行使があった場合になされるも
のであり、当初から共益債権者に対する弁済原資が担保的に把握されてい
るわけではない。この点において、別除権の行使の場合とは異なる。そう
すると、原告が、たまたまＢ社が共益債権たる本件請求権を行使しなかっ
たからといって、これに相当する額の財産に対し当然に優先権を行使でき
るとすることは、民事再生法が規定していない別除権類似の権利を創設す
るに等しく、委託保証によってＡ社に与信し、本来単なる再生債権者とし
て民事再生手続に参加し得る立場にすぎない原告を、再生債権者たる他の
債権者と比較して著しく有利に扱うことになり、債権者間の公平に反する
というべきである。
以上によれば、原告による本件請求権の行使を再生債権たる本件求償権
の範囲に制約することは、当事者間の公平を害するものでなく、むしろ債
権者間の公平に資するものというべきである。
ウ　原債権に担保権が設定されている場合との比較
原債権に担保権が設定されている場合、民法501条に基づき当然に担保権
も代位弁済者に移転し、代位弁済者はこれを行使することができるが、こ
れは同条の明文で認められた代位の効果であって、本件で争いのある、求
償権の「範囲」による原債権や担保権行使の制限の解釈とは無関係である。
そして、民事再生手続においては、抵当権等の担保権は、被担保債権が
再生債権か共益債権かにかかわらず、原則として、別除権として民事再生
手続によらずに行使することが認められている（民事再生法53条 2 項）。そ
のため、別除権者は、別除権を行使することで被担保債権について民事再
生手続外で優先弁済を受けることができるが、その反面、別除権で担保さ
れる範囲の被担保債権については、再生債権であっても、これを民事再生
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手続において行使することができず（同法88条）、他方、再生債権の性質ゆ
え、再生手続外において別除権の行使以外の方法での債権の行使もできな
いことになる。また、別除権の対象となる財産は、当初から別除権者によ
って把握されており、民事再生手続において、原則として、一般債権者に
対する弁済原資となる再生債務者の一般財産からは除外されることになる。
以上のとおり、別除権の被担保債権のうち別除権行使によって満足を受
ける部分については、民事再生手続外の別除権の行使による優先弁済の実
現のみが認められ、再生債務者に対する請求等の権利行使は認められてお
らず、いわば債権自体が民事再生手続の外に置かれているものということ
ができる。別除権の被担保債権を弁済した第三者が求償権に基づいて代位
取得した別除権を行使する場合も、上記の性質に変わりはなく、また、上
記のとおり、別除権の対象も原則として再生債務者の一般財産を構成しな
いのであるから、当該求償権が再生債権に該当するとしても、別除権の行
使が制約を受けることはないと解される。このように解しても、再生債務
者の一般財産や他の再生債権者に何らの影響も及ぼすものではない。この
点において、別除権の行使は、再生債務者の一般財産からの弁済を前提と
する共益債権とは異なるものであり、したがって、別除権の行使の場合と
の比較を根拠とする原告の主張は採用することができない。
エ　賃金債権の立替払の場合との比較について
独立行政法人労働者健康福祉機構は、破産手続開始決定や民事再生手続
開始決定等を受けた事業主に代わって、労働者の請求に基づき賃金の立替
払をすることが義務づけられている（独立行政法人労働者健康福祉機構法
12条 6 号、賃金の支払の確保等に関する法律 ７ 条）。
そうすると、立替払によって同機構が取得する事業主に対する求償権は、
倒産手続開始後の事務管理又は不当利得に基づく請求権として破産手続上
の財団債権又は民事再生手続上の共益債権となる（破産法1４8条 1 項 5 号、
民事再生法11９条 6 号）というべきであるから、これを確保するために原債
権たる賃金債権を行使する場合も、求償権の性質による行使の制約を受け
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ることはないことになる。
また、同機構は、破産者や再生債務者に対して与信した他の債権者とは
その性格を異にし、労働者保護の目的から、法律の定める要件を満たす限
り立替払を公法上義務づけられているのであるから、事業主の信用不安に
関するリスク回避を講じることは予定されていない。そうすると、同機構
による立替払は、最終的には優先的に支払われる賃金債権について、早期
に支払うことで政策的に労働者を保護しているものということができるか
ら、このような趣旨を考慮すれば、同機構が、立替払後に、求償権でなく、
本来支払われるベき原債権を代位行使することも不合理とはいえないし、
このことが、他の債権者との公平を害することもないというべきである。
オ　以上のとおり、原告が民法501条の解釈の根拠として主張する点は、
いずれも、前記（ 3 ）の解釈と矛盾するものでないか、または、これを採
用することができないものであるから、争点に関する原告の主張は、上記
解釈を左右するものではない。
２ 　結論
以上によれば、本件訴えは不適法であるからこれを却下することとし、
訴訟費用の負担につき民事訴訟法61条を適用して、主文のとおり判決する。
Ⅴ．若干の検討
１ ．本判決の意義
弁済による代位により弁済者が取得する求償権と原債権との関係につい
て、従来、判例により、原債権の行使は求償権の存在・額に関する実体法
上の制約に服することは明確にされていた。本判決は、実体法上の制約に
加えて、手続法上の制約にも服することを明らかし、これを民事再生手続
上の求償権と原債権との間に適用し、民事再生債務者に対して共益債権た
る原債権を有する債権者に保証債務を履行した保証人が取得する求償権に
ついては、民事再生手続上行使しなければならないという手続法上の制約
が存するのであるから、代位弁済により取得した原債権も同様の手続法上
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の制約の服し、本件請求権を共益債権として、民事再生手続外で行使する
ことはできないとした注目すべき地裁判決であ
（1）
る。
２ ．弁済者代位による求償権と原債権との関係─求償権に付着した実体法
上の制約による原債権の制約について
弁済による代位により、弁済者は債務者に対して求償権を取得するとも
に、弁済による代位の効果として債権者が有していた債権及び担保権（以
下単に「原債権」という。）は弁済者に移転するので、弁済者は原債権も取
得する。弁済者の取得した求償権と原債権との関係について、民法501条柱
書は、代位弁済者は「自己の権利に基づいて求償することができる範囲内」
において、原債権を行使することができると定めているので、求償権の範
囲によって原債権の行使が制限されることは明らかであるが、求償権のい
かなる要素がその「範囲」に含まれるのかが問題となる。そして、この問
題は、そもそもなぜ求償権の範囲によって原債権の行使は制限されるのか、
換言すれば、求償権と原債権とはいかなる関係にあるのかの問題に遡って
検討しなければならない問題である。
判例は、上記昭和5９年判決と昭和61年判決において、求償権と原債権は
別々の債権ではあるが、原債権は求償権に附従する性質を有することを明
らかにした。すなわち、まず、昭和5９年判決では、債務者との間で求償権
について法定利息と異なる約定利率による遅延損害金を支払う特約を結ん
だ保証人が代位弁済により取得した債権者の根抵当権を行使する場合に、
その特約の効力が当該根抵当権の後順位担保権者等の利害関係人に対して
及ぶかどうかが争われた事案において、「保証人が代位によって行使できる
原債権の額の上限は、これらの利害関係人に対する関係において、約定利
率による遅延損害金を含んだ求償権の総額によって画されるものというべ
きである。」として、代位弁済者が行使できる原債権の額は求償権の額によ
って制限を受けることを明らかにし
（2）
た。
続いて、昭和61年判決が両者の基本的関係について附従性を明確に打ち
出した。すなわち、債権者の求めに応じて弁済した第三者が、債権者の承
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諾を得て代位取得した原債権及び債権者が有していた連帯保証債権を他の
第三者に譲渡し、その譲受人が連帯保証人に対してその履行を求めた事案
において、次のように判示した。「弁済による代位の制度は、代位弁済者の
債務者に対する求償権を確保することを目的として、弁済によって消滅す
るはずの債権者の債務者に対する債権（以下「原債権」という。）及びその
担保権を代位弁済者に移転させ、代位弁済者がその求償権を有する限度で
右の原債権及びその担保権を行使することを認めるものである。それゆえ、
代位弁済者が代位取得した原債権と求償権とは、元本額、弁済期、利息・
遅延損害金の有無・割合を異にすることにより総債権額が各別に変動し、
債権としての性質に差違があることにより別個に消滅時効にかかるなど、
別異の債権ではあるが、代位弁済者に移転した原債権及びその担保権は、
求償権を確保することを目的として存在する附従的な性質を有し、求償権
が消滅したときはこれによって当然に消滅し、その行使は求償権の存する
限度によって制約されるなど、求償権の存在、その債権額と離れ、これと
独立してその行使が認められるものではない。したがつて、代位弁済者が
原債権及び担保権を行使して訴訟においてその給付又は確認を請求する場
合には、それによって確保されるべき求償権の成立、債権の内容を主張立
証しなければならず、代位行使を受けた相手方は原債権及び求償権の双方
についての抗弁をもつて対抗することができ、また、裁判所が代位弁済者
の原債権及び担保権についての請求を認容する場合には、求償権による右
のような制約は実体法上の制約であるから、求償権の債権額が常に原債権
の債権額を上回るものと認められる特段の事情のない限り、判決主文にお
いて代位弁済者が債務者に対して有する求償権の限度で給付を命じ又は確
認しなければならないものと解するのが相当である。」と判示し
（3）
た。
学説においては、判例の附従性説を支持する見解が通
（4）
説であるが、通説
の立場に立ちながら、附従性説では説明のつかない原債権の求償権への影
響を「相互性」という視点から両債権の関係を具体的に検討する見解が主
張されてい
（5）
る。
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また、代位制度に求償制度が内在しているとの理解に基づいて、求償権
による原債権の制限を基礎付ける見解が主張されている。すなわち、この
見解は、代位制度の歴史的・比較法的研究によれば、かならずしも求償権
が代位権の基礎となっていたわけではなく弁済者の代位それ自体が求償の
方法であって、求償権の成立を代位の不可欠の要件とすべきではないとの
理解を前提に、501条は「自己の権利に基づいて求償をすることができる範
囲において」と定めているので、求償権の成立が代位の前提となっている
ことを否定することはできないが、そのことは、代位の基礎たる原債権が
求償権に対して「附従性」を有していることには結びつかないと考え、501
条の文言は、その立法経過によれば、代位権の成立時において弁済にあた
って支出した額を代位権の行使の限界とすることを示したにすぎず、それ
を超える附従性を定めたものではなく、消滅に関して言えば、同一の経済
目的を有する債権が併存しているから、一方が満足により消滅すれば他方
も消滅するのであり、また、権利行使に関して代位は求償権の制約を受け
るが、それは、附従性によるものではなく、代位制度に組み込まれた制約、
すなわち、求償権が代位制度に内在していることから導かれる制約である
と解する見解であ
（6）
る。
さらには、求償権と原債権を平準化したうえで、両債権の一体論を確立
する必要があるとの指摘もなされてい
（7）
る。
３．求償権に付着した手続法上の制約による原債権の制約
（ 1 ）過去の裁判例
上記のように、昭和5９年判決と昭和61年判決により、求償権と原債権と
の間の附従性により、代位弁済者は、求償権に付着した実体法上の制約に
より原債権の行使につき制約を受けることが明らかにされたが、実体法上
の制約のほかに、手続法上の制約も受けるのかについては、両判決は明ら
かにしていない。
本件は、この点が争われたものである。本件における原債権たる本件請
求権は、民事再生法上の共益債権であるが、求償権は再生債権に過ぎない。
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民事再生法上、共益債権にあたる債権は、第 1 に、再生手続によらずに、
随時に、すなわち、本来の弁済期に従って弁済を受けることができ（121条
1 項）、第 2 に、再生債権に優先して、弁済を受けることができる（同条 2
項）。一般優先債権についても同様の取り扱いがなされている（122条 1 項・
2 項）。これに対し、再生債権は、再生手続開始後は、原則として、再生手
続内で弁済を受けられるに過ぎないという手続法上の制約がつけられて
い
（8）
る。同じく、破産法上も、破産者である債務者に対して有している債権
が財団債権にあたる場合、財団債権者は、第 一 に、破産債権者に優先して
弁済を受けることができ（破産法151条）、第二に、破産手続によらないで、
破産財団から随時に、すなわち本来の弁済期に従って弁済を受けることが
できるとされている（破産法 2 条 ７ 項
（9）
）。
このように倒産法制上、優先性のある共益債権・一般優先債権・財団債
権にあたる債権を債務者以外の者、たとえば保証人が弁済した場合に、保
証人が主債務者に対して取得する求償権が、倒産法制上優先性がなく、当
該倒産手続内での行使しか認められない再生債権又は破産債権にすぎない
ときでも、保証人は弁済による代位により取得した原債権を優先性のある
債権として当該倒産手続外で行使することができるができるか。本判決が
下される前に、この点が争われた事案として以下のものがあ
（10）
る。
①東京地判平成1７年 ４ 月15日判時1９12号７0頁
再生債務者である会社に対して、国税徴収法 8 条又は地方税法1４条及び
民事再生法122条 1 項により一般優先債権とされている租税債権を有してい
る東京税関に代位弁済した保証人が、代位弁済により取得した原債権であ
る租税債権を一般優先債権として、再生手続によらずに、再生会社に対し
てその支払を求める訴訟を提起した事案である。東京地裁は、上記法律に
より租税債権が一般優先債権とされている趣旨は、「租税は、国家存立の財
政的基盤であることから、再生会社に対する租税債権を債権者平等原則の
例外である一般優先債権であるとして、随時の弁済を受けられるものとす
ることによって、租税収入の確保を図るという点にあるものと解される。
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とすれば、原告の東京税関に対する本件代位弁済により、東京税関におい
て、その租税収入の確保を図ることができた以上、租税債権を一般優先債
権とした趣旨は既に達成されており、それ以上になおも本件代位債権を、
一般優先債権として扱う必要性は、もはやないといわざるを得ない。」との
理由で、保証人は、本件代位弁済によって、一般優先債権である本件租税
債権に、一般優先債権として代位することはできないとした。
②東京地裁平成1７年 3 月 ９ 日金法1７４７号8４頁
破産会社が負っていた租税債務につき保証人が保証債務を履行した後に、
保証人が弁済による代位により財団債権である租税債権を取得したとして、
破産手続外で、破産会社の破産管財人を被告としてその支払を求める訴え
を提起した事案である。
東京地裁は、「関税等の租税債権は、国税徴収法や各種税法等を根拠とし
て、発生する債権であり、民法が予定している債権債務関係と直ちに同列
に考えることができないところ、国税通則法４1条及び同施行令11条は、国
税を第三者が納付した場合で国税を担保するため抵当権が設定されている
場合に当該抵当権につき国に代位することができる旨及びその手続につい
て定めるが、租税債権そのものの代位を認める規定及び代位の手続に関す
る規定を何ら定めていないことから、国税通則法４1条及び同施行令11条は、
抵当権に限って代位を認める趣旨であると解されること、租税債権が、倒
産法制上優先的な地位を与えられている根拠は、租税が、国又は地方公共
団体の存立及び活動の財政的な基盤となるものであり、租税を公平、確実
に徴収するという政策的、公益的要請からであることに照らせば、原告が、
保証債務の履行として本件租税債権を弁済したとしても、本件租税債権を
弁済による代位により取得することはできないと解するのが相当である。」
として原告の請求を棄却した。
③東京高判平成1７年 6 月30日金判1220号 2 頁
②の控訴審判決である。東京高裁は、「旧破産法４７条が財団債権として 1
号から ９ 号までを列挙し、その 2 号で「国税徴収法又ハ国税徴収ノ例ニ依
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リ徴収スルコトヲ得ヘキ請求権」を掲げている趣旨は、租税が国又は地方
公共団体の存立及び活動の財政的な基盤となり、高度の公共性を有するこ
とから、租税を公平、確実に徴収すべきであるという公益的な要請による
ものであって、専ら国又は地方公共団体の租税債権ゆえに旧破産法の手続
上付与された優先的な効力である。旧破産法等倒産手続法上付与された優
先的な効力は、租税債権の内在的なものとして保有する固有の権利内容で
はなく、各倒産手続法の立法政策上の判断によって創設的に付与されたも
のと解すべきである。そうすると、以上のような同項の趣旨に照らすと、
私人が民法501条の代位による弁済によって租税債権を取得した場合には、
もはや当該私人にまで租税債権としての優先的な効力を付与すべき理由が
なくなる。
また、そもそも、民法４９９条、500条、501条の弁済による代位の制度は、
代位弁済者の債務者に対する求償権を確保することを目的として、弁済に
よって消滅するはずの債権者の債務者に対する債権（以下「原債権」とい
う。）及びその担保権を代位弁済者に移転させ、代位弁済者がその求償権を
有する限度でその原債権及びその担保権を行使することを認めるものであ
る。それゆえ、代位弁済者が代位取得した原債権と求償権とは、別異の債
権ではあるが、代位弁済者に移転した原債権は、求償権を確保することを
目的として存在する附従的な性質を有し、求償権の存在やその効力と独立
してその行使が認められるものではない。」
本「請求は、代位弁済者である控訴人が原債権である本件租税債権を行
使して訴訟においてその給付命令を請求するものであるが、それによって
確保されるべき求償権は、本件支払承諾に基づく控訴人の破産会社に対し
て有する優先性のない事後求償権であり、破産宣告がされている場合は、
破産債権としてしか行使できない抗弁が附着したものである。そうすると、
控訴人が民法501条の弁済による代位によって取得したと主張する本件租税
債権も、破産債権である求償権の限度でのみ効力を認めれば足りるもので
ある。
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以上のとおりであるから、控訴人は代位弁済によって本件租税債権を債
権として行使し請求する地位を取得したが、その債権自体は、旧破産法４７
条 2 号の「国税徴収法又ハ国税徴収ノ例ニ依リ徴収スルコトヲ得ヘキ請求
権」に当たらず、一般の破産債権に当たるものである。そうすると、本件
租税債権は、破産手続によらずにこれを行使することができず（旧破産法
16条）、本件租税債権について給付の訴えを提起することができないという
べきである。」として、控訴人の訴えを不適法として却下した。
上記①ないし③事案に共通するのは、いずれも原債権が租税債権である
点である。租税債権は、民事再生法上は一般優先債権とされ（122条 1 項）、
民事再生手続によらずに随時弁済することができ（同条 2 項）、また、破産
法上は、財団債権として優先的地位が付与され、破産手続によらずに随時
弁済することができる（旧破産法４７条 2 号、新破産法1４8条 1 項 3
（11）
号）。
そこで、租税債権を第三者、たとえば保証人が弁済した場合に、弁済に
よる代位により原債権たる租税債権を優先的に、倒産手続外で行使するこ
とができるかが問題となる。上記判決は、いずれもこの点を否定した。た
だし、理由付けは異なっている。①判決は、租税収入の確保を図るために
租税債権を一般優先債権としている制度趣旨に基づいて否定したものであ
る。すなわち、保証人により租税債務が弁済され、租税収入が確保された
以上、それ以後はもはや一般優先債権として扱う必要がないので、保証人
は、租税債権を再生債権として再生手続の中で行使するしかないと解した
ものであり、求償権の制約により原債権の優先性が制約を受けることを直
接認めたものではない。
②判決は、①判決と同じく、（ア）租税債権につき倒産法制上優先的地位
が認められている制度趣旨のほか、（イ）国税通則法等が租税債権を担保す
る抵当権のみの代位を認めており、租税債権自体の代位は認めていないと
いう実定法を理由としてあげている。②判決も、①判決と同様、求償権と
原債権の関係に基づく理由付けはしていない。
③判決も、（ア）租税債権に倒産法制上優先的効力が付与されている制度
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趣旨を理由としてあげているが、その理由を弁済による代位との関係に結
び付けている。すなわち、（イ）租税債権に倒産法制上優先的効力が付与さ
れているのは、「租税債権であるがゆえであり、租税債権の内在的なものと
して保有する固有の権利内容ではなく、各倒産手続法の立法政策上の判断
によって創設的に付与されたものと解すべきである」から、「私人が民法
501条の代位による弁済によって租税債権を取得した場合には、もはや当該
私人にまで租税債権としての優先的な効力を付与すべき理由がなくなる。」
と解した。
さらに、③判決は、①②判決と異なり、この問題を求償権と原債権との
関係からも検討している点が特徴的である。すなわち、（ウ）昭和5９年判決
及び昭和61年判決で展開された附従性を根拠として、求償権の存在やその
効力と独立して原債権の行使が認められるものではないから、求償権が優
先性のない破産債権としてしか行使できない抗弁が附着したものである場
合には、弁済による代位によって取得した租税債権も、破産債権である求
償権と同じく優先性のない租税債権になると解したのである。
③判決の（ウ）の理由付けは、求償権に付着した手続法上の制約により
原債権が制限を受けるという一般論を明確に表現しているものではないが、
求償権と原債権との附従性を根拠にしている以上、実質的にみれば、附従
性からすれば、求償権に付着した実体法上の制約のみならず、手続法上の
制約にも服するという基準に基づいて判断しているといえる。
（ 2 ）本判決の理由付け
本判決は、原告Ｘの多岐にわたる主張に個別的に応接して、結論を導き
出しているが、その主要な理由は、③判決と同じく、（ア）民法501条の解
釈に関するものと、（イ）民事再生法上の共益債権に関する制度趣旨であ
る。無論、本判決は、前者を重要なものとして、第一の理由としてあげて
いる。③判決と異なるのは、附従性に基づき、原債権の行使に際しては、
求償権に関する実体法上の制約のみならず、手続法上の制約にも服するこ
とを明言していることである。原債権の求償権に対する附従性からすれば
白山法学　第 6 号　2010
─ 134 ─
当然の結論ということになろう。手続法上の制約を排除する理由を見つけ
ることはできない。本判決に対しては、原債権への代位の範囲の中に、手
続法上の制約までも含める解釈は、民法という実体法とは次元の異なる要
素を持ち込むものであり、民法501条柱書及び求償権と原債権との付従性か
ら本判決の法理を導き出すことには無理があるとの批判があ
（12）
る。しかしな
がら、債権者取消権の行使方法にみられるように、民法上の権利の行使方
法につき民法自体に手続法上の制約を定めた規定が存在するのであり、民
法に手続法的要素を持ち込むことは背理ではないといえる。
しかし、本判決に難がないわけではない。本判決は、本件請求権が民事
再生法上、共益債権とされ、優先性が付与されている制度趣旨を当事者間
及び債権者間の公平と結びつけて論じている。すなわち、第一に、当事者
間の公平について本判決は、本件請求権が共益債権とされているのは、管
財人の選択によって一方的に解除されるという不安定な地位にある解除の
相手方Ｂを保護するためであり、解除によって生じる原状回復義務の保証
人Ｘを保護するためではないから、ＢがＸの保証債務の履行により債権の
満足を受けた以上、そもそも共益債権化の保護の対象になっていない保証
人による本件請求権の行使を制限したからといって、当事者間の公平を害
することにはならないとした。次に、債権者間の公平について本判決は、
保証人は、他の債権者と同じく、そもそも求償権につき再生債権者として
民事再生手続に参加しうる立場を有しているに過ぎないから、もし保証人
に共益債権たる本件請求権の行使を許すのであれば、逆に債権者間の公平
に反する結果となるとした。
しかし、この理由付けについては、弁済による代位の制度趣旨からの批
判がある。すなわち、弁済者代位制度の原則は、代位がなかった場合に比
べて関係者に不利益を及ぼさない限り、代位による権利行使は妨げられな
いという点にあるのであるから、本件の場合、Ａは本件請求権を民事再生
手続によらずに行使できるところ、弁済者代位によってこれをＸが民事再
生手続外で行使したとしても、Ａ自ら行使する場合に比べて関係者に不利
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益を及ぼすことにはならないから、Ｘは民事再生手続によって制約される
ことなく、本件請求権を行使することができるとして、本判決に反対の立
場が主張されてい
（13）
る。
さらに、弁済による代位のメリットからしても、本判決の当事者及び債
権者間の公平に関する理由付けには支持できないものがある。すなわち、
弁済による代位には、次のメリットがあるとされてい
（14）
る。①誰も損をしな
い、②弁済者の求償権が確保され、安心して弁済できる、③第三者の弁済
が促進される、④債務者や担保権設定者は、原債権及び担保権が行使され
たとしても文句を言える立場にはないのである。しかしながら、本判決の
立場では、原債権には他の債権者に対して倒産手続法上優先性があり、倒
産手続外で行使することができると期待して弁済した保証人の期待が損な
われ、不足の損失を被ることになり、弁済による代位のメリットが損なわ
れてしまうことになる。本判決は、弁済による代位は、求償権の確保を目
的とし、それ以上の目的はないのであるから、原債権の行使に際して求償
権による制限を実体法上及び手続法上受けるのは、制度趣旨からして当然
のことであり、その制約は制度に織り込み済みのものであると解したもの
であるが、弁済による代位のメリットが損なわれることは否定できない。
さらに、本判決は、共益債権の場合は、別除権と異なり、再生債務者の
一般財産の中から弁済がなされるに過ぎないのに、弁済者が弁済による代
位により、本件請求権に相当する額の財産に対し当然に優先権を行使する
ことができるとすれば、民事再生法が規定していない別除権類似の権利を
創設するに等しくなり、本来再生債権である求償権を有するに過ぎない弁
済者を他の債権者に比べて著しく扱うことになり、債権者間の公平を害す
ることになるから、それは認められないと解しているが、この理由付けに
は論理の飛躍があると思われる。すなわち、代位弁済者が行使するのは、
債権者が有していた権利であり、それを超える権利を行使できるわけでは
ない。債権者が別除権またはそれに類似した権利を有していなければ、代
位弁済者もその権利を行使することはできないのである。弁済による代位
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を認めたとしても、他の債権者が従前より不利になるものではない。これ
が弁済による代位のメリットである。本判決の理由付けではこのメリット
も損なわれてしまう。
このように本判決の理由付けには、一部支持できないものもあるが、求
償権と原債権との基本的関係である附従性からすれば、弁済による代位に
より取得した原債権の行使する場合には、求償権に関する実体法的制約の
みならず、手続法的制約に服するという本判決の一般論は支持することが
できる。
（ 1 ）本判決の判例評釈として、高橋眞「自己の権利に基づいて求償することができ
る範囲」（民法501条柱書）と民事再生手続─大阪地判平21.９.４を契機として─」金
法1885号10頁（以下「高橋・判例批評」注（1））として引用。）、高木多喜男「民
事再生手続中における共益債権への弁済と再生債権である求償権の関係─大阪地
判平21.９.４をめぐって─」金法18９0号20頁（「高木・判例批評」注（1）として引
用。）がある。
（ 2 ）本件判例評釈として、塚原朋一・ジュリスト82４号７8頁、川井健・「昭和5９年度
重要判例解説」ジュリスト838号86頁、近江幸治「民法判例百選Ⅱ（第 3 版）」88
頁参照。
（ 3 ）本件判例評釈として、塚原朋一・ジュリスト860号85頁、福永有利・ジュリスト
866号110頁参照。
（ ４ ）柚木馨「保証人の求償権をめぐる諸問題（下）」金法263号９6頁以下（1９61年）、
近江幸治『民法講義Ⅳ債権総論（第 3 版補訂）』328頁。
（ 5 ）山野目章夫「求償債権と原債権との関係─相互性仮説の検証」ジュリスト1105
号138頁以下。
（ 6 ）潮見佳男「求償制度と代位制度─「主従的競合」構成と主従的逆転現象の中で
ー」中田裕康・道垣内弘人『金融取引と民法法理』255頁（2000年・有斐閣）、山
田誠一「求償と代位」民商法雑誌10７巻 2 号188頁、寺田正春『弁済者代位制度論
序説（一）』法学雑誌20巻 1 号2４頁以下、同『弁済者代位制度論序説（二）』法学
雑誌20巻 2 号15頁以下、同『弁済者代位制度論序説（三）』法学雑誌20巻 3 号 1 頁
以下。この見解は、弁済による代位を求償権の確保のための制度でなく、求償方
法としての代位制度として理解するものであるが、さらにこの見解を類型的に展
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開した見解として、代位制度は、債務者に対する関係においては求償権確保のた
めの制度であるが、内部関係がない担保提供者間では債務者無資力の場合のリス
ク分配の手段としての代位として把握し、求償方法としての代位として機能する
のではないかとする見解も主張されている（森永淑子「保証人の「弁済による代
位」に関する一考察（一）（二）（三・完）」法学60巻 3 号７７頁以下、同60巻 ４ 号8４
頁以下、同61巻 ４ 号12７頁以下参照。
（ ７ ）加藤雅信『新民法体系Ⅲ債権総論』有斐閣3９1頁。
（ 8 ）伊藤眞『破産法・民事再生法』6４４頁以下、6４９頁以下、653頁以下参照（有斐
閣・200７年）。
（ ９ ）伊藤・前注1９0頁以下、216頁以下参照。
（10）倒産法が問題とされていない事案として、浦和地裁決昭和32年12月2７日下民集
8 巻12号251７頁がある。これは、債務者に対して債務者所有の不動産につき根抵
当権を有していた債権者が、当該不動産について税務署によって国税滞納処分に
よる差押がなされたため、やむを得ず債務者に代位して国税債務を納付したこと
により、債権者は債務者に対して民法第500条501条により税務署の有する国税徴
収法第 2 条第 3 条による順位の先取特権ある求償権を取得し（いわゆる「接木説」
による主張をしているものと解される）、右先取特権は民法第303条による先取特
権に該当するのでこの先取特権ある求償権の弁済をうけるため当該不動産の競売
を申し立てた事案である。
　 　裁判所は、「租税債権は公法上の債権であるから第三者がこれを代って納付して
も民法第500条第501条の規定の適用はないものと解するところ他に代位に関する
特別規定も存しないので、債権者は川口税務署の有した先取特権の求償権を取得
したものということはできない。よって右先取特権ある求償権を有することを前
提とする本件申立は理由がないといわなければならない。」との決定を下した。
（11）伊藤眞・注（ 8 ）230頁以下、658頁以下参照。
（12）高木・判例批評・注（1）22頁。
（13）高橋眞・判例批評・注（1）1７頁。
（1４）内田貴『民法Ⅲ［第 3 版］債権総論・担保物権』７5頁（東京大学出版会）。

